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○ 社会の高齢化率が急速に高まる中、社会保障費の拡大が財政を圧迫する要因となるとともに、労働力の減少に
伴う経済活動の停滞が懸念される。 

○ 他方、６５歳以上の高齢者人口は横ばい。急速な高齢化は若年層の減少が原因。 
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【日本の将来人口推計】 

日本の人口構造（超高齢社会の意味） 
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所、厚生労働省等

年金

医療費

介護費・生活保護等

 社会保障給付費の推移 

○ 社会保障給付費は年々増加しており、２０１６年度は１１８兆円を上回る水準となっている。 

○ 現在、医療給付費は現在の約３６兆円から２０２５年度には約５４兆円に達する見込み。 

○ 介護給付費は、現在の約９兆円から２０２５年度には約２０兆円に達する見込み。 

【社会保障給付費の推移】 118.3兆円  【医療給付費の見通し】 

【介護給付費の見通し】 
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（出所）厚生労働省資料 4 
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年齢別１人当たりの年間医療費（平成25年度） 

○ 一人当たり医療費は、乳幼児期を除くと年齢とともに多くなるが、６５歳以降急速に増加し、８０歳以降は
入院に係る費用（入院＋食事・生活療養）の割合が高くなる。 

【年齢別1人当たりの年間医療費内訳】 
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資料：厚労省「医療保険に関する基礎資料～平成25年度の医療費等の状況～」から作成 
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悪性新生物 
11.7% 

高血圧性疾患 
6.2% 

脳血管疾患 
6.1% 

心疾患 
6.2% 

糖尿病 
4.2% 

眼科 
3.6% 

骨折 
3.9% 

筋骨格系 

（関節等） 

7.8% 精神疾患 
6.5% 

神経系 

（アルツ 

ハイマー） 

4.4% 

呼吸器系 
（肺炎等） 

7.4% 

消化器系 
5.9% 

その他 

(腎不全、感染症等) 
26.1% 

医科診療費の傷病別内訳（2013年度） 

出典：厚生労働省「平成25年度 国民医療費の概況」 

傷病 
2013年度 
医科診療費 

悪性新生物 3兆3,792億円 

高血圧性疾患 1兆8,890億円 

脳血管疾患 1兆7,730億円 

心疾患 1兆7,878億円 

糖尿病 1兆2,076億円 

筋骨格系（関節等） 2兆2,422億円 

骨折 1兆1,313億円 

眼科 1兆0,431億円 

神経系 

（アルツハイマー等） 
1兆2,768億円 

精神疾患 1兆8,810億円 

呼吸器系（肺炎等） 2兆1,211億円 

消化器系 1兆7,015億円 

その他 
（腎不全、感染症等） 

7兆3,111億円 

合計 28兆7,447億円 

①生活習慣病 
(34.4%) 

②老化に伴う疾患 
(15.3%) ③精神・神経の 

疾患 
(10.9%) 

【医科診療費の傷病別内訳】 

（2013年度総額 28.7兆円） 

○ 医科診療費（2013年度）の3分の1以上が生活習慣病関連。 

○ 生活習慣病関連のほか、老化に伴う疾患、精神・神経の疾患の占める割合が高い。 

生活習慣病が 
全体の3分の1以上を 
占める(34.4%) 

④器官系の疾患 
(13.3%) 
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約2,790万人 

約472万人 

特定健康診査未受診者 

潜在的保健指導対象者 

医機関における治療 

約2,537万人 

特定健康診査受診者 

＜男  性＞ ※約2,600万人 
受診済・指導の必要なし 

受診済・指導の必要あり 

未受診・指導の必要なし 

未受診・指導の必要あり 

※1 特定健康診査 
   医療保険者（国保・被用者保険）が、40～74 歳の加入者（被保険者・被扶養者）を 
   対象として毎年度、計画的に（特定健康診査等実施計画に定めた内容に基づき） 
   実施する、メタボリックシンドロームに着目した検査項目での健康診査 

※2 特定保健指導 
   医療保険者が、特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要がある者に対し、毎年度、計画 
   的に（特定健康診査等実施計画に定めた内容に基づき）実施する、動機付け支援・積極的支援 

出典：「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」 （厚生労働省） 

＜女  性＞ ※約2,700万人 

未受診者をターゲットにした予防対策の必要性 

○ 特定健康診査の未受診者数は約2,790万人。このうち特定保健指導対象者数は約472万人と推定。   
未受診者をターゲットにして、予防の網を掛けていくことが重要。 

    ※対象者数（約5,327万人）×未受診率（52.4%）×特定指導対象者割合（16.9%)  出典：「25年度特定健診・保健指導実施状況」（厚生労働省） 
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平均寿命と健康寿命 

【日本の平均寿命と健康寿命】 

12.49年 

9.02年 

○ 平均寿命は世界一であるが、平均寿命と健康寿命の差は約10年。 

○ 健康寿命を延伸させ、平均寿命との差を如何に小さくするかが重要。 
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公
的
医
療
費
・
介
護
費 

年齢 

    現状の公的医療費・介護費の支出 

    目指すべき公的医療費・介護費の支出 

目指すべき姿① ～予防・健康管理への重点化～ 

生活習慣病等の予
防・早期治療を通じた
重症化予防による「医
療費・介護費の伸びの
抑制」   ※２ 

※２ 予防・健康管理サービス（ヘルスケア産業）を 
          活用した地域包括ケア等との連携 

※１ 予防・健康管理サービス（ヘルスケア産業）を 
    活用した生活習慣病の改善や受診勧奨 

10 

○公的保険外の予防・健康管理サービスの活用（セルフメディケーションの推進）を通じて、生活習慣の改善や 
受診勧奨等を促すことにより、『①国民の健康寿命の延伸』と『②新産業の創出』を同時に達成し、『③あるべき
医療費・介護費の実現』につなげる。 

○具体的には、①生活習慣病等に関して、「重症化した後の治療」から「予防や早期診断・早期治療」に重点化
するとともに、②地域包括ケアシステムと連携した事業（介護予防・生活支援等）に取り組む。 



公的医療保険・介護保険 
（地域包括ケアシステム） 

農業・観光等の地域産業や 
スポーツ関連産業等との連携 

①地域医療・介護 
体制への貢献 

②新産業創出 

公的保険外の 
運動、栄養、保健サービス等 

産業創出の基盤 

（資金調達、人材育成、エビデンス構築 等） 
③インフラ・ツール 

の整備 

【地域に根ざしたヘルスケア産業の創出】 

目指すべき姿② ～地域に根ざしたヘルスケア産業の創出～ 
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○地域において人口減少と医療・介護費増大が進む中、①高齢化に伴う地域の多様な健康ニーズの充足、  
②農業・観光等の地域産業やスポーツ関連産業等との連携による新産業創出、③産業創出に向けた基盤の
整備を実施することより、「経済活性化」と「あるべき医療費・介護費の実現」につなげる。 



経済活動 ゆるやかな就労（短時間労働等） 

社会貢献活動（ボランティア） 

農業・園芸活動 等 

身体機能の維持（リハビリ等） 

居宅サービスの利用 

企業・地域社会において如何に健康で
活躍できるかが重要：健康投資 
→ その後の健康寿命にも大きく影響 

経済活動へのゆるやかな参加 
ボランティア等社会貢献： 
新たなビジネス創出の必要 
地域社会の特性に応じた働き
方、社会貢献の在り方を検討。 

ニーズに応じた 
ケア体制の整備 

 この期間（健康寿命）を如何に長く維持することができるか 

＜就労（効率性・生産性を重視）＞ ＜第二の社会活動＞ ＜介護サービス・施設等の利用＞ 

居宅継続
の場合も 

最期まで自分ら
しく生ききるため
の多様なニーズ
に応じた柔軟な 

仕組み作り 

介護施設の利用 

政策の方向性 ～生涯現役社会の構築～ 

12 

○誰もが健康で長生きすることを望めば、社会は必然的に高齢化する。 → 「超高齢社会」は人類の理想。 

○戦後豊かな経済社会が実現し、平均寿命が約50歳から約80歳に伸び、「人生90年時代」も間近。 

○国民の平均寿命の延伸に対応して、「生涯現役」を前提とした経済社会システムの再構築が必要。 
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次世代ヘルスケア産業協議会の全体像 

健康投資WG 
 

 主査：森晃爾 
産業医科大学産業生態科学研究所教授 

新事業創出WG 
 

 主査：武久洋三 
日本慢性期医療協会会長 

生涯現役社会実現に向けた 

環境整備に関する検討会 
 

 座長：秋山弘子 
東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

企業保険者等が有する個人の健
康・医療情報を活用した行動変容

に向けた検討会 

 座長：大山永昭 
東京工業大学像情報工学研究所教授 

次世代ヘルスケア産業協議会 
 

   座長：永井良三    自治医科大学学長 

          日本医師会：横倉会長 

供給面 需要面 

○第１回会合 

日時・場所：平成25年12月24日 官邸会議室  

議題：次世代ヘルスケア産業の創出・育成について 
 

○第２回会合 

日時・場所：平成26年6月5日 官邸会議室  

議題：次世代ヘルスケア産業協議会中間とりまとめについて 
 

○第３回会合 

日時・場所：平成26年11月26日 中央合同庁舎会議室  

議題：中間とりまとめ以降の進捗と今後の取組方針について 

○第４回会合 

日時・場所：平成27年5月18日 中央合同庁舎会議室  

議題：アクションプラン２０１５のとりまとめ    

○第５回会合 

日時・場所：平成28年4月22日 中央合同庁舎会議室  

議題：アクションプラン２０１６のとりまとめ  

○「日本再興戦略」に基づき、平成25年12月に「健康・医療戦略推進本部」の下に設置（事務局：経済産業
省）し、内閣官房・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・観光庁・スポーツ庁等の関係省庁連携の下で、
ヘルスケア産業の育成等に関する課題と解決策を検討。 

○平成28年6月に第5回を開催し、地域におけるヘルスケア産業の育成や健康経営の推進等に向けた具体策を
示した「アクションプラン2016」をとりまとめ、成長戦略等に検討内容を反映。 



次世代ヘルスケア産業協議会の検討の視点 

需給一体となった対応 

（事業環境の整備） （健康投資の促進） 

地域資源の活用 

グレーゾーンの解消 

資金・人材の充実 

品質の見える化 
企業・健保等による 

健康サービスの活用促進 

健康投資対効果の見える化 

健康投資に対する 
インセンティブの措置 

新たな健康サービスの創出 「健康」に対するニーズの拡大 

健康長寿社会の実現 

安全 
安心 

 国民の健康寿命の延伸  あるべき医療・介護費の実現  新産業の創出 

需要面（健康投資WG） 供給面（新事業創出WG） 

健康経営のノウハウ提供 
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○ヘルスケア分野は、高齢化や健康・医療ニーズの多様化を背景に、公的保険内サービスの充実に加えて、健康
増進・生活習慣病予防サービスなどの多様な公的保険外サービスへの期待も高まっている。 

○政府としても、成長戦略の重要な柱の一つとして、市場や雇用の創出が見込まれる分野と位置づけており、具体
的な対応策の検討が喫緊の課題。 

○具体的には、需要と供給の好循環を生み出す視点に基づき、（１）企業・健保等による健康投資の促進、 
（２）公的保険外のヘルスケア産業の創出を推進。 



 
 

安道 光二     日清医療食品株式会社 代表取締役会長兼社長 
上原 明        日本一般用医薬品連合会 
大原 昌樹     四国の医療介護周辺産業を考える会 会長 
荻野 勲        オムロンヘルスケア株式会社 代表取締役社長 
北川 薫        新ヘルスケア産業フォーラム 代表 
櫻田 謙悟     日本経済団体連合会 社会保障委員長 
斎藤 敏一     株式会社ルネサンス 代表取締役会長 
堺 常雄        日本病院会 会長 
下田 智久     日本健康・栄養食品協会 理事長 
白川 修二     健康保険組合連合会 副会長兼専務理事 
末松 誠        国立研究開発法人日本医療研究開発機構 理事長 
関口 洋一     健康食品産業協議会 会長 
妙中 義之     国立循環器病研究センター 研究開発基盤センター長 
武久 洋三     日本慢性期医療協会 会長 （新事業創出ＷＧ 主査） 

田中 富美明  株式会社コナミスポーツ＆ライフ 取締役会長 
谷田 千里     株式会社タニタ 代表取締役社長 
辻 一郎        東北大学大学院医学系研究科 教授 
津下 一代     あいち健康の森健康科学総合センター センター長 
德田 禎久     北海道ヘルスケア産業振興協議会 会長 
永井 良三     自治医科大学 学長 （座長） 
中尾 浩治     テルモ株式会社 代表取締役会長 
松永 守央     九州ヘルスケア産業推進協議会 会長 
森 晃爾        産業医科大学 産業生態科学研究所 教授 （健康投資ＷＧ 主査） 

横倉 義武     日本医師会 会長 

 
 
＜関係省庁＞ 

○内閣官房 
 健康・医療戦略担当大臣 
 内閣審議官 
 健康・医療戦略室長 
 健康・医療戦略室次長 
 健康・医療戦略参与 

○内閣府 
 ＲＥＶＩＣ担当室長 

○厚生労働省 
 厚生労働大臣 
 医政局長、健康局長、 
 老健局長、保険局長 

○農林水産省  
 食料産業局長 

○観光庁 
 観光庁次長 
○スポーツ庁 
 スポーツ庁長官 

○経済産業省 （事務局） 
 経済産業大臣 
 商務情報政策局長 
 

＜オブザーバー＞ 
 全国知事会 
 全国市長会   
 全国地方銀行協会 

（参考）次世代ヘルスケア産業協議会の構成メンバー 

【 委 員 】 ※五十音順 【オブザーバー等】 
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具体的取り組み① 

【需要面②】 健康経営のノウハウ提供(中小企業向け) 
 
 
 
  

○ 中小企業に対して、健康経営のノウハウを提供するた
め、東京商工会議所を中心に、優良事例集としての
「健康経営ハンドブック」の策定と、企業に健康経営を
普及・啓発していく「健康経営アドバイザー」制度を整
備（経済産業省の委託事業）。 

○ 平成28年度から、全国的に運用を開始し、これまで
に6,500名以上が「健康経営アドバイザー」に登録され
ている。 

健康経営アドバイザーの概要 

業種名 第１回(2015年) 第２回(2016年) 

建設業 － 住友林業※ 

食料品 アサヒグループホールディングス アサヒグループホールディングス 

繊維製品 東レ ワコールホールディングス※ 

化学 花王 花王 

医薬品 ロート製薬 塩野義製薬※ 

石油・石炭製品 東燃ゼネラル石油 東燃ゼネラル石油 

ゴム製品 ブリジストン ブリヂストン 

ガラス・土石製品 ＴＯＴＯ ＴＯＴＯ 

鉄鋼 神戸製鋼所 神戸製鋼所 

金属製品 － リンナイ※ 

機械 － ＩＨＩ※ 

電気機器 コニカミノルタ コニカミノルタ 

輸送用機器 川崎重工業 川崎重工業 

精密機器 テルモ テルモ 

その他製品 アシックス トッパン・フォームズ※ 

電力・ガス業 広島ガス － 

陸運業 東京急行電鉄 東京急行電鉄 

空運業 日本航空 日本航空 

情報・通信業 ＳＣＳＫ ＳＣＳＫ 

卸売業 丸紅 伊藤忠商事※ 

小売業 ローソン ローソン 

銀行業 三菱UFJフィナンシャル・グループ － 

証券・商品先物取引業 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社 

保険業 第一生命保険 東京海上ホールディングス※ 

その他金融業 － リコーリース※ 

不動産業 － フジ住宅※ 

サービス業 リンクアンドモチベーション ネクスト※ 
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【需要面①】 健康経営銘柄(上場企業向け) 
 
 
 
  

○ 「健康経営」に積極的に取り組む企業を株
式市場で評価する仕組みを構築するため、
東京証券取引所と経済産業省が共同で、
優れた取組を行う企業を「健康経営銘柄」と
して選定する取組を2度実施。（平成27年3
月に22社、平成28年1月に25社） 

○ 今年度は2月に24社を選定（後述） 

健康経営銘柄 
のロゴマーク 

第２回企業名中※は初選定企業 



【供給面②】 保険外サービス活用ガイドブック 

○ 地域包括ケアシステムの構築に当たって多様な高齢者の
ニーズが想定される中、2016年3月末に、厚生労働省・
農林水産省・経済産業省の連名で、「地域包括ケアシス
テム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集
（「保険外サービス活用ガイドブック」）」を策定。 

○ 全国の自治体や介護関係者に普及を行っているところ。 

ガイドブックのイメージ 

【供給面①】 グレーゾーン解消制度 
 
 
 
  

○ 産業競争力強化法のグレーゾーン解消制度を活
用し、ヘルスケア産業分野で全23件の個別事例
について解消。（平成29年２月時点） 

○ 例えば、介護有資格者が運送の対価を利用者
から受領せずに、利用者の自家用車、または利用
者が調達したレンタカーを運転する行為について、
道路運送法における「旅客自動車運送事業」に
該当しないことを確認。（平成28年2月26日） 

グレーゾーンを解消した 
(株)エス・ピー・アイにおける外出支援サービスの例 

介護有資格者 

④外出支援サービスの実施 

①サービス申込み 

②サービス申込み承諾 

③料金支払い 

事業者 利用者 

（入浴介助、食事ケア、トイレ介助、自宅送り etc…） 

利用者の自家用車、または利用
者が調達したレンタカーを使用 

→ 車両を主体的に運行、管理し
ているのは利用者、またはその
家族 
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具体的取り組み② 



【供給面④】 サービス品質の見える化（アクティブレジャー、ヘルスツーリズム 等） 

○ ヘルスケアサービスの質の確保を行うため、昨年度、健康運
動サービスに関する第三者認証制度を創設（日本規格協
会による「アクティブレジャーサービスの認証制度」）。 

○ 加えて、地域で期待が高まっているヘルスツーリズムに関して
も、サービス品質の評価を行うため、有識者による検討会を
設置し評価基準等を策定。今後、認証制度を開始予定。 認定事業所の琉球舞踊の様子 

アクティブレジャー 
サービス 

のロゴマーク 

【供給面③】 地域版次世代ヘルスケア産業協議会 

○ 地域関係者（医療・介護機関、自治体、大学、民間
事業者など）が集まり、地域課題等を共有するととも
に、それらの解決方法や新たな事業創出について検討す
る場として、「地域版次世代ヘルスケア産業協議会」の
設置を促進。 

○ 全国5ブロック、16道府県、12市、合計33カ所で設置
が進むとともに、地域版協議会の全国大会を開催し、協
議会間の情報共有・連携促進を図った。 
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具体的取り組み③ 

地域版協議会の設置状況 

⇒ 全国5ブロック、15道府県、9市、合計27カ所で設置済み 

 

●ブロック：北海道、中部、四国、九州、沖縄 

●道府県：青森県、群馬県、神奈川県、長野県、静岡県、
三重県、滋賀県、大阪府、鳥取県、島根県、広
島県、徳島県、長崎県、 

●市   ：仙台市、上山市、川崎市、松本市、富山市、神
戸市、岡山市。松山市、北九州市、合志市、鹿
児島市、薩摩川内市 



具体的取り組み④ 

【供給面⑤】 ヘルスケア産業の最前線２０１７ 

 

 

○様々なヘルスケアサービスを創出し、このようなサービスの利活用促進
を図るため、平成２９年３月３日に、「ヘルスケア産業の最前線２０
１７」と題した３部構成のイベントを開催。 

○具体的には、①経済産業省委託事業の成果報告、②地域の医療
機関等と連携したサービス事業者の事例紹介、③新たなビジネス創造
にチャレンジする企業を表彰するビジネスコンテストを実施。 

地域を支えるヘルスケアサービス 
事業者の事例紹介 

  
 医療機関や介護施設等と連携しつつ、 
公的保険外のヘルスケアサービスを提供し、
地域に貢献している事業を紹介。 

第１部 

平成28年度健康寿命延伸産業 
創出推進事業 成果報告会 

  
 地域ヘルスケアビジネス実証や、ヘルスケ
ア産業創出支援人材育成、ヘルスケア分
野のSIB導入への取り組みを紹介。また、 
展示ブースを設け、マッチング等を実施。 

第２部 

ジャパン・ヘルスケア 
ビジネスコンテスト 2017 

 ヘルスケア産業の担い手を発掘・育成す
るため、ビジネスにチャレンジする企業を表
彰するコンテストを開催。今年度のグランプ
リは、トリプル・ダブリュー・ジャパン株式会社
「排泄予知ウェアラブル「Dfree」に決定。 

第３部 

中川経済産業大臣政務官挨拶 

主催者趣旨説明 中川政務官視察 今村日医副会長挨拶 事例紹介 審査の様子 グランプリ表彰 
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Ⅰ．現状と課題 
 
Ⅱ．政策の方向性 
 
Ⅲ．次世代ヘルスケア産業協議会 
 
Ⅳ ．次世代ヘルスケア産業の創出（供給面の対策） 
 
Ⅴ ．健康経営の推進（需要面の対策） 
 
Ⅵ ．御参考（平成29年度予算要求事業） 



公的医療保険・介護保険 
（地域包括ケア） 

課題① 
本当に受診すべき人が 
来院しているか。 

課題② 
病気や介護度が改善した後、 
適切な食行動、運動行動 
等をとっているか。 

本当に受診すべき人をあぶり出す機能 
（予防or受診勧奨のスクリーニング）が必要。 

例）健康状態の定点観測し、必要な人に受診勧奨する。 
   まだ受診までは必要ないが、リスクがある者に対しては 
   リスクに合わせた予防措置を講ずる。 等 

改善後も、食行動、運動行動をサポートする機能が必要。 

例）医療機関が、患者の病態等の改善後、リスクに合わ 
   せ、食行動、運動行動を指導する民間事業者を紹介 
   する。 等 

地域の医療機関との密な連携が必要不可欠 

地域における健康や医療・介護の課題 
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○社会保障費に制約あるなかで、高齢化等に伴う地域の多様な健康ニーズを充足しつつ、適切な地域包括ケア
システムを構築するためには、医療機関等に加え、それを補完するような機能を持つサービス（ヘルスケアサービ
ス）を創出していくことが重要。 



切れ目なく健康サービスを提供できる仕組みの構築 

＜①健康への気づき＞ 

健康の気づきサービス 
 

（地域における医療機関、郵便局、公
民館、薬局、駅ナカ、ジム、 カフェ等で

の受診勧奨など） 

医療機関で
の相談・診断 

＜③医師による確認＞ ＜④対応＞ ＜②保険者等による法定健診＞ 

医療機関 

（例） 
・地域の診療所 
・地域の病院 

（例） 
・料理教室 
・フィットネスジム等 

自治体や、食事・運
動・睡眠等のサービス
提供者 

提供者 

（例） 
・医療機関   ・住宅団地 
・自治体   ・旅館 
・公共交通機関   ・コンビニ 
・フィットネス   ・商業施設 

保険者・企業 

地域版次世代ヘルスケア産業協議会 
【
責
任
主
体
】 医療機関 自治体 ヘルスケア事業者 金融機関 
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○地域ぐるみで、①健康への気づき、②法定健診への誘導、③結果に関する医師による相談・助言、④リスクの大
小に応じた対応（予防～医療行為まで）を切れ目なく提供できる連携体制を整備し、１次予防の網を張り巡
らせていくことが必要。 



サービス提供に 
必要なツール 

ウェアラブル機器 健康食 など 

（参考）健康への気づき（受診勧奨）サービス事例 

○市主導の下、温泉旅館、商工
観光業者、医療関係者が連携
し、地域資源を活用したクアオル
ト健康ウォーキングを実施。 

 
○セルフモニタリングを要所に取り

入れ、血圧、心拍、体組成計等
を測定し、測定方法や測定値の
知識を得つつ健康への気づきを
与える工夫がなされている。 

非日常モデル 

山形県上山市における 
ヘルスツーリズム 

地域モデル 

長岡市ヘルスケアタウン 

○長岡市の中心地を拠点にし、体
力づくりイベント、タニタカフェで
の健康相談を実施。また、歩数
計の配布や、地域の飲食店がタ
ニタ食堂のレシピを活用しランチ
を提供。 

○飲食や、ウォーキング等により健
康ポイントを付与する仕組みを利
用をし、気づきにつなげる工夫を
している。 

都市モデル 

丸の内の就業者を対象にした
健康増進事業 

○東京丸の内のオフィスビル内に
「丸の内ヘルスケアラウンジ」を開
設。利用者の健康状態に合わせ
たサービスを提供。 

○利用者はラウンジ内に設置され
た体組成計やストレスチェッカーに
より自身の健康状態を把握。ラ
ウンジスタッフの丁寧なカウンセリ
ングにより、健康への気づきを促
している。 
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認証制度検討委員会 委員名簿 

【委員長】 

原田 宗彦 早稲田大学スポーツ科学学術院 教授 

        （一社）日本スポーツツーリズム推進機構 理事長 

【委員】 

荒川 雅志 琉球大学ヘルスツーリズム研究分野 教授 

勝川 史憲 慶應義塾大学スポーツ医学研究センター 教授 

加藤 芳幸 (一財)日本規格協会 参与 

木下 藤寿 ＮＰＯ法人熊野で健康ラボ 代表理事 

後藤 康彰 (一財)日本健康開発財団 主席研究員 

佐野 喜子 神奈川県立保健福祉大学 准教授 

戸谷 圭子 明治大学大学院グローバルビジネス研究科 教授 

中尾 謙吉 (一社)日本旅行業協会 国内・訪日旅行推進部 部長 

中村 浩之 (公社)日本観光振興協会 常務理事 

吉長 成恭 広島国際大学心理科学部 教授 

評価基準のポイント（イメージ） 

① 
安
全
性 

② 
有
効
性 

③ 

○適切な運営体制を構築し、利用者の安全
を守る能力を有しているか。 

 

○参加条件を設定し、参加者が基準を満たし
ているか確認しているか。 

○参加者に健康への気付きを与えるプログラム
であるか。 

 

○プログラムへの参加によって、生活習慣改善
意欲が向上したか。 

○不満を感じさせない、楽しいと感じる接客を
行っているか。 

 

○地域特有のプログラムを組み込んだり、地域
活性化に貢献しているか。 

価
値 

創
造
性 

ヘルスツーリズムの品質評価制度の創設  
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○品質評価制度の創設を通じた、プログラムの品質の見える化を図り、①消費者が安心してヘルスツーリズムを利
用できる環境の整備と、②ブランディング効果による市場の発展・関連産業の活性化を実現。 

○有識者から成る検討委員会において、①安全性、②有効性、③価値創造性（プログラム自体の魅力や地域
活性化）への貢献の観点から評価基準を検討し、年度内に評価基準を策定。地域経済の活性化に寄与しつ
つ、一定のレベルのサービス品質の確保に資する評価制度を構築し、民間事業者の積極的な活用を促してい
く。 



自
治
体
主
導
型 

事
業
者
主
導
型 

観光主体型 予防・健康サービス主体型 

NPO法人熊野で健康ラボ×熊野古道 

 熊野古道を活用した、エビデンスに基づく健康保養
プログラムを来訪者へ提供。 

 地域の健康づくりや介護予防へも活用。 
 旅行会社の商品、国内外からの視察多数。 

 
 
 

 現在、国内各地域（青森
県、新潟県、宮城県、山形
県等）で本取組をモデルとし
た地域に取組が進行中。 
 

上山市×温泉・里山・蔵王 

 市主導で温泉旅館、商工観光業者、医療関係者
が連携し、地域資源を活用したクアオルト健康
ウォーキングを実施。 

 市民の他、多くの観光客が訪問。 
 健康関連事業を展開する企 
  業と共同で滞在プランを開発。 
 住民がガイドとして活躍し、 
  雇用の場も創出。 

 （一社）松本観光コンベンション協会主催。 
 温泉旅館と弁当業者、地元病院・医師会等が協力

し、３泊４日の「健康を感じるツアー」を企画。 
 医師による健康相談、管理栄養士監修の食事提

供、理学療法士による 
  運動指導などを実施。 

 
 

松本市×白骨温泉 

(株)ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄﾜﾝ・ﾍﾙｽｹｱ×地域観光資源 

 熱海、湯河原、玉造、湯布院、蓼科、別府、愛知、
兵庫等において、健保の保健指導の一環として、糖
尿病のハイリスク者及び軽症患者を対象に、宿泊を
伴う専門スタッフによる継続支援を組み合わせた糖尿
病予防プログラムを企画。 

 地域観光資源を活用した「医・農商工連携」のトライ
アルを実施。 
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（参考）「健康×観光」のヘルスケアサービスの事例 

 現在、地域特有の資源を活用した様々な「ヘルスツーリズム」が創出されつつある。 



アクティブレジャー認証マーク(ALマーク)は、健康づくりを支援する良質な運動サービスの目印です。 

認証結果を 
活用して 

市場へアピール 

ALマークを選べば 
安心だね 

○ 国民の運動習慣化には、楽しみ継続できるアクティビティ(例えば、ダンス、ゴルフ)を活用した運動サービスが必要であ
る一方、ヘルスケアサービスとして品質可視化は不十分で、利用者の選択が困難。 

○ アクティブレジャー認証は、日本規格協会が提供する、健康運動サービスの第三者品質評価(認証)制度。業種・
規模などによらず、身体活動を伴うあらゆるサービスを提供する事業体が利用可能。 

○ 市場が求める4つの重要品質(安全性・効果・継続性・おもてなし)を担保したサービスかつ、提供能力を有した事業
所であることをセットで審査・認証付与し、事業者のプレゼンスを向上を支援。また、事前評価(内容と提供方法)に加
え、事後評価(満足度など提供結果の評価)を行い、WEB公表することで、品質の可視化・訴求を継続的に支援。 

安全性・効果・ 
継続性・おもてなし 

アクティブレジャー認証 
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※ 日本規格協会提供 



○ 重要な4つの品質が内容と提供方法を通じて担保されているかを、文書審査と実地審査で評価。 
○ 具体的には、心地よい利用のための①「おもてなしなど」の担保、適切な運動強度の設定や、健康状態を踏まえた

対応などによる➁「安全」の担保、生活習慣病・介護予防の効果が期待できる内容であること(➂「効果」)の担保、
継続利用に有効な内発的な動機付けを考慮した内容・提供方法であること(④「継続」)の担保を評価。 

継続利用によって生活習慣病予防効果ま
たは介護予防効果が期待できる内容か
(提供内容と、スタッフの力量など提供方法
の両方で評価) 

継続させるしかけがあるか
(内発的な動機付けを考
慮した「内容」と「提供方
法」) 

スタッフの対応などが適
切で、心地よく利用で
きるか 

体をうごかすものは、 
なんでも題材に! 

参考:アクティブレジャー認証の品質評価のポイント 

安全な提供内容か 
例:運動強度=中等度まで 

安全な提供方法か 

28 

※ 日本規格協会提供 



29 

Ⅰ．現状と課題 
 
Ⅱ．政策の方向性 
 
Ⅲ．次世代ヘルスケア産業協議会 
 
Ⅳ ．次世代ヘルスケア産業の創出（供給面の対策） 
 
Ⅴ ．健康経営の推進（需要面の対策） 
 
Ⅵ ．御参考（平成29年度予算要求事業） 



「健康経営・健康投資」とは 

○ 健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、 健
康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。 

○ 健康投資とは、健康経営の考え方に基づいた具体的な取組。 

○ 企業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進に取り組むことは、従業員の活力向上や生産性の向上等
の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や組織としての価値向上へ繋がることが期待される。 

    

組織の活性化 
生産性の向上 

従業員の健康増進 
従業員の活力向上 

企業理念（長期的なビジョンに基づいた経営） 

人的資本に対する投資 
（従業員への健康投資） 

業績向上 
企業価値向上 

社会への効果 
国民のQOL（生活の質）の向上 
ヘルスケア産業の創出 
あるべき国民医療費の実現 
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優秀な人材の獲得 
人材の定着率の向上 



「健康経営の企業価値」への寄与 

従業員のメンタルヘルスと利益率との関係 

（出所）RIETI Discussion Paper Series 14-J-021 
    「企業における従業員のメンタルヘルスの状況と企業業績」－企業パネル 
    データを用いた検証－ 
    黒田祥子（早稲田大学）、山本勲（慶應義塾大学） 

○経済産業研究所の研究プロジェクト（黒田・山本）により、従 
 業員規模100人以上の451企業に対し、メンタルヘルスの不 
 調が企業業績に与える影響を検証。 
○メンタルヘルス休職者比率の上昇した企業は、それ以外の 
 企業に比べ、売上高利益率の落ち込みが大きい。 

メンタルヘルス休職者比率と利益率との関係 

健康経営への投資に対するリターン 

○Ｊ＆Ｊがグループ世界250社、約11万4000人に健康教 
 育プログラムを提供し、投資に対するリターンを試算。 
○健康経営に対する投資１ドルに対して、３ドル分の投資リター 
 ンがあったとされている。 

（出所）「儲かる『健康経営』最前線」ニューズウィーク誌2011年3月号を基に作成 

健康経営への 
投資額（１ドル） 

投資リターン（３ドル） 

○ 心身の不調は生産性を低下させることが明らかになっている。 
  また、健康経営に対する投資１ドルに対するリターンが３ドルになるとの調査結果もある。 

○ 健康経営は従業員の生産性向上やコスト削減、企業のイメージアップ等に繋がっていることが示唆される。 
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○ 健康経営に係る各種顕彰制度を推進することで、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」し、従業員や求
職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んでいる企業」と
して社会的に評価を受けることができる環境を整備する。 

【健康経営銘柄】 
 
 

 

健康経営優良法人 
【大規模法人部門】 

 
 

 

健康経営優良法人 
【中小規模法人部門】 

 
 

 

製造業その
他 

東京証券取引所 

上場会社 

301人以上 300人以下 

卸売業 101人以上 100人以下 

小売業 51人以上 50人以下 

医療法人・ 

サービス業 
101人以上 100人以下 

＜健康経営に係る顕彰制度の対象法人＞ 

健康経営に係る顕彰制度の全体像① 
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 健康経営に係る顕彰制度の全体像② 

○ 健康経営に取り組む企業を顕彰する「健康経営銘柄」は社会的に大きな反響を得た。 

○ 「健康経営優良法人」については、日本健康会議との連携を図るため、大規模法人部門は2020年までに500社
以上を目指すこととし、中小規模法人部門は保険者が進める「健康宣言」に取り組んでいる企業から認定。 

【 大企業 等 】 

大企業・大規模医療法人※ 

健康経営度調査への回答 

健康経営銘柄 
33社 

500法人 

健康経営優良法人 
健康経営に取り組む法人・事業所 

（日本健康会議 宣言４） 

【 中小企業 等 】 

健康宣言に取り組む法人・事業所 
(日本健康会議 宣言５) 

中小企業・中小規模医療法人※ 

10,000法人 

健康経営優良法人 
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○ 経済界・医療関係団体・自治体のリーダーが手を携え、民間主導で国民の健康寿命の延伸とともに医療の適正化
を図っていくことを目的とした民間組織「日本健康会議」を発足。官邸を中心に厚労省及び経産省による支援の下
で、2020年までに「健康経営」に係る数値目標２つを含む８つの宣言を達成すること目的に活動。 

 民間組織による健康づくりの機運の高まり～日本健康会議の発足～ 

【主な参加団体】 
・日本経済団体連合会 
・日本商工会議所 
・経済同友会 
・日本労働組合総連合会 
・健康保険組合連合会 
・全国健康保険協会 
・全国国民健康保険組合協会 
・全国知事会、市長会、町村会 
・日本医師会 
・日本歯科医師会 
・日本薬剤師会 
・日本看護協会 
・自治医科大学  他 34 



業種名※ 選定企業名 

建設業 大和ハウス工業 
サービス業 ネクスト 
小売業 ローソン 
食料品 味の素 

繊維製品 ワコールホールディングス 
化学 花王 

医薬品 塩野義製薬 
精密機器 テルモ 
ゴム製品 バンドー化学 

ガラス・土石製品 TOTO 
鉄鋼 神戸製鋼所 

金属製品 リンナイ 
機械 サトーホールディングス 

電気機器 ブラザー工業 
輸送用機器 デンソー 
その他製品 トッパン・フォームズ 

卸売業 伊藤忠商事 

証券・商品先物取引業 大和証券グループ本社 

保険業 東京海上ホールディングス 
不動産業 大京 
陸運業 東京急行電鉄 
空運業 日本航空 

電気・ガス業 東京ガス 
情報・通信業 ＳＣＳＫ 

＜健康経営銘柄 2017選定企業一覧＞ ※業種は東京証券取引所の業種区分 

「健康経営銘柄」の選定 

○平成２７年３月、初代となる「健康経営銘柄」を選定以後、主要な新聞社やテレビ放送において 「健康経営」を
取り上げる機会が大幅に増加。 

○平成２９年２月には、第３回目となる「健康経営銘柄２０１７」として２４社を選定。 
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＜「健康経営銘柄2017」発表会の様子＞ 



「健康経営優良法人２０１７」の認定 

○平成２９年２月に、日本健康会議が「健康経営優良法人2017」を認定。 
○初回となる今回は、大規模法人部門が２３５法人、中小規模法人部門が９５法人を認定した。 
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＜「健康経営優良法人2017」プレスリリースと認定法人一覧＞ 

http://www.meti.go.jp/press/2016/02/20170221008/20170221008.html 

＜「健康経営優良法人2017」発表会の様子＞ 

（プレスリリース本文） （大規模法人リスト（一部）） 

（中小規模法人リスト①） 
（中小規模法人リスト②） 



平成28年度健康経営度調査について 

※ 「企業による「健康投資」に係る情報開示の方向性について（平成28年4月）」を踏まえた積極的な情報発信を促進するた
め、平成28年度健康経営度調査から、情報開示を行っていることを健康経営銘柄の選定等のための必須要件とした。 

調査結果概要  

調査名 平成28年度 健康経営度調査 
（従業員の健康に関する取り組みについての調査） 

調査期間 平成28年8月～10月 

調査対象 
国内の法人組織 

（平成28年8月時点）  

 回答数 726社(法人) 

（参考）前回 
回答企業数 573社 

493 

573 

第１回(平成26年度) 第2回(平成27年度) 

■過去３回の回答 
 企業数の変化 

第3回(平成28年度) 

726 

80社(法人)UP 

153社(法人)UP 

○企業の健康経営の取組状況と経年での変化を把握・分析することを目的として 「健康経営度調査」を実施。 
○選定に用いる健康経営度調査には、過去最高の726社(法人)からの回答があり、社会からの関心の高まりが見
受けられる。 

○ 回答法人のうち、上場会社は608社、非上場会社(法人)は118社(法人)であり、上場企業の回答企業数は、      
第２回（561社）から47社増加した。 
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平成28年度健康経営度調査の概要① ＜業界における関心の高さ＞ 

業種名 全回答数 
うち 

上場企業 
回答数 

上場企業 
対象数 

上場企業 
回答率 

前年度 
上場企業 
回答率 

業種名 全回答数 
うち 

上場企業 
回答数 

上場企業 
対象数 

上場企業 
回答率 

前年度 
上場企業 
回答率 

水産・農林業 2 2 11 18.2％ 18.2% 精密機器 10 9 51 17.6% 13.5% 

鉱業 1 1 7 14.3% 0.0% その他製品 22 21 112 18.8% 16.8% 

建設業 49 42 179 23.5% 17.6% 電気・ガス業 9 9 23 39.1% 39.1% 

食料品 34 30 133 22.6% 19.5% 陸運業 12 10 64 15.6% 20.3% 

繊維製品 7 7 55 12.7% 12.5% 海運業 3 3 14 21.4% 21.4% 

パルプ・紙 7 7 26 26.9% 16.7% 空運業 2 2 5 40.0% 60.0% 

化学 48 44 215 20.5% 17.6% 倉庫・運輸関連業 7 6 38 15.8% 10.5% 

医薬品 26 22 65 33.8% 28.1% 情報・通信業 66 49 392 12.5% 12.2% 

石油・石炭製品 3 3 13 23.1% 23.1% 卸売業 49 44 338 13.0% 14.2% 

ゴム製品 5 5 19 26.3% 36.8% 小売業 50 45 351 12.8% 13.4% 

ガラス・土石製品 3 3 60 5.0% 12.1% 銀行業 29 27 92 29.3% 29.9% 

鉄鋼 10 9 47 19.1% 21.7% 
証券、商品先物取

引業 
6 6 43 14.0% 23.8% 

非鉄金属 7 7 35 20.0% 20.0% 保険業 19 7 13 53.8% 50.0% 

金属製品 12 12 91 13.2% 7.1% その他金融業 12 11 32 34.4% 28.6% 

機械 31 30 233 12.9% 12.3% 不動産業 23 18 119 15.1% 15.3% 

電気機器 52 49 264 18.6% 19.1% サービス業 87 48 402 11.9% 12.0% 

輸送用機器 23 20 98 20.4% 19.6% 総計 726 608 3640 16.7% 15.7％ 38 



従業員の健康保持・増進について、 
全社方針を明文化しているか？ 

N=726 

従業員の健康保持・増進に関して目的、体制、 
取組内容、成果等を社外に公開しているか？ 

N=726 

○健康経営の実施について、明文化している法人は回を追うごとに増加している。 
○他方で、その旨を情報開示している法人は、明文化している法人に比べまだまだ少なく、今後より積極的な情報

開示が望まれる。 

平成28年度健康経営度調査の概要② ＜明文化及び情報開示の状況＞ 
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平成28年度健康経営度調査の概要③ ＜投資家との対話の状況＞ 

○健康経営銘柄企業では投資家等に向けた積極的な対話が行われている。 
○今後、アニュアルレポートや統合報告書等の媒体も活用した戦略的な情報開示も期待される。 

投資家との対話の中で、健康経営を話題にしているか？ 情報開示の媒体は何か？ 
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○更なる健康経営の深化として取引先の健康経営についても考慮・確認していくことが考えられる。 
○健康経営銘柄企業では９０％以上が実施しており、今後このような取り組みが全企業に拡大することが期待され

る。 

製品・サービスの購入や業務を発注する際に、 
取引先の労働衛生や従業員の健康の状況を把握・考慮しているか？ 
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平成28年度健康経営度調査の概要④ ＜取引先に対する把握・考慮＞ 
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Ⅴ ．健康経営の推進（需要面の対策） 
 
Ⅵ ．御参考（平成29年度予算要求事業） 



健康寿命延伸産業創出推進事業 
平成29年度予算案額 7.1億円（8.2億円） 

商務情報政策局 ヘルスケア産業課 
03-3501-1790 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間企業等 

委託 

事業イメージ 

医療・介護関係機関及び 
民間企業の連携 

①健康無関心層に対して健康への気
づきを与え、健診受診等の行動変容を
促すサービス 等 

②定年退職後も継続的に社会参加を
促すための意識啓蒙や就労教育を提
供するサービス 等 

③高齢者が自発的に参加・継続できる
効果的なフレイル予防プログラムを提供
するサービス 等 

④地域包括ケアシステムと連携した介護
予防を提供するサービス 等 

⑤地域包括ケアシステムと連携し、高齢
者本人が望む終末期の生活をサポート
するサービス 等 

５分野の具体例 

公的保険外のサービスを組み込んだモデル構築支援 

公的保険外サービスを組込みつつ予防から医療・介護、維持まで切れ目無く 
提供する体制を整備するためのモデル事業をPDCAサイクルを回しながら支援 

STEP 1 

STEP 2 

地域におけるヘルスケアビジネス創出のプラットフォームである「地域版
ヘルスケア産業協議会」を活用。医療・介護関係機関及び民間企
業が連携し、保険外のサービスを組み込んだモデル事業を３年間付
き添いながら支援。 

高齢化社会を産業面から支える先進事例として、他地域への展開及び
制度等の課題を抽出。 

事業目的・概要 

 政府方針として、日本再興戦略に、「健康寿命延伸産業」の創出・ 育成を
通じ、国民の健康増進、あるべき医療費・介護費の実現を目指すことが明記
されています。 

 このため、医療・介護関係機関と民間企業の連携のもとで公的保険外サービ
スを組み込んだモデルを構築することを、補助金によって支援します。また、他
地域への展開の推進、制度的課題の洗い出しも行います。 

 具体的には、たとえば以下の５分野におけるサービスモデルの構築を想定して
います。 
 ①地域における現役世代（特に健診未受診者）の健康作り対策 
 ②定年退職後の人生に備えたセカンドライフ対策 
 ③アクティブシニアに対するフレイル（虚弱）対策 
 ④健康不安のある高齢者への在宅療養向け健康医療・生活支援対策 
 ⑤人生の最終段階において心残りなく生ききるためのサービス創出 

 あわせて、健康経営の促進等を通じ、これらのビジネスの持続的な成長を促す
とともに、健康寿命延伸に対する個人・保険者・企業等の意識・動機付けを
高める社会基盤の構築を進めます。 

成果目標 

 平成26年度から平成31年度までの6年間の事業であり、最終的には平成

32年に健康寿命延伸産業の市場規模10兆円を目指します。 

補助 

民間企業等 

補助（2/3） 

更に、これらのビジネスが持続的に成長する基盤を構築すべく、以下の取組を実施。 
・健康経営に取り組んでいる企業等の顕彰や、健康経営実践に向けたノウハウの  
 提供 等 
・事業創出に必要な資金及び支援人材等を一体的に供給する仕組みの構築 
・ビジネスコンテスト等を通じた優良事例の顕彰 等 



ご静聴ありがとうございました 


